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山口市地域包括支援センターの事業評価方針 

 

 地域包括支援センターの業務改善や運営の質的向上を図ることを目的として、 

令和６年度の運営状況の業務評価を行う。対象は、中央・北東・北東第２・鴻

南・川西・川西第２・川東地域包括支援センター、基幹型地域包括支援センタ

ー（徳地・阿東分室）の計９箇所とする。 

評価の実施体制及び評価対象期間、評価項目、評価方法は、「山口市地域包括 

支援センター業務評価実施要領」に基づき行う。 

 

  

（参考）山口市地域包括支援センター業務評価実施要領 

（評価の流れ） 

１ 各地域包括支援センターが自己評価を実施する。 

  ※国が示す「評価指標（地域包括支援センター用）」（別添１）の評価基準を

基に自己評価を行う。 

 

２ 自己評価や「地域包括支援センターで行う介護予防支援業務及び介護予防ケ

アマネジメントの公正・中立性評価基準」、各地域包括支援センターの運営

状況等を基に高齢福祉課が評価案を作成する。 

 

 ３ 運営協議会（令和７年１１月開催）において、評価案を基に評価する。 

 

 ４ 評価結果を委託先法人に通知する。 

※評価結果を次年度の委託先選定の判断材料として使用する。 
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山口市地域包括支援センター業務評価実施要領 

 

１ 目的 

山口市（以下「市」という。）が各日常生活圏域に設置した地域包括支援セ

ンター（以下「センター」という。）の運営状況を公平かつ適正に分析するこ

とにより、業務の実施状況、センターが抱える課題を把握し、センターがこ

の課題を解決する取り組みを実施することで、業務の改善、センター運営の

質的向上を図ることを目的とする。 

 

２ 評価の実施体制 

市健康福祉部高齢福祉課が評価案を作成し、それを基に市地域包括支援セ

ンター運営協議会（以下「運営協議会」という。）が、センターの運営状況を

適切かつ専門的に評価する。 

 

３ 評価対象期間及び項目 

評価対象期間は評価実施年度の前年度とし、評価する項目は、次のとおり

とする。 

①  地域包括ケアシステムの構築・推進 

②  組織・運営体制 

③  総合相談支援事業 

④  権利擁護事業 

⑤  包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

⑥  地域ケア会議 

⑦  介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 

⑧  包括的支援事業（社会保障充実分） 

 

４ 評価の方法 

①  センターは、市町村及び地域包括支援センターの評価指標（以下「評価

指標」という。）に基づき業務の検証を行い、自己評価を行う。 

②  市は、自己評価の報告を受け、各センターの運営状況及び、別に定める

「地域包括支援センターで行う介護予防支援業務及び介護予防ケアマネ

ジメントの公正・中立性の評価基準」に基づき実施した評価結果や相談件

数等の活動実績も踏まえ、各センターの運営状況について評価案を作成す

る。 

③ 運営協議会は、評価案を基に事業内容等を評価する。 

 

５ 評価の活用 

センターが評価指標に基づき自己評価を行うことで、センター職員が業務

を振り返り、業務改善点や課題の整理など行う機会となり、また、評価結果

の通知を行うことにより、今後の事業運営のレベルアップを図るものとする。 
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６ 評価結果の通知等 

① 評価の結果については、センターの公正・中立性を確保する観点から、 

次年度のセンター業務の委託先法人を選定するための判断材料とする。 

② 市は、運営協議会終了後、評価結果を各センターに通知する。 

 

７ その他 

この要領に定めるもののほか、業務評価に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この要領は、平成２３年１２月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成２４年１２月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成２５年１２月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成２９年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成３０年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和６年８月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和７年８月１日から施行する。 
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地域包括支援センターで行う介護予防支援業務及び介護予防ケアマネジメン

トの公正・中立性評価基準 

 

１ 趣旨 

地域包括支援センターにおける介護予防支援業務及び介護予防ケアマネジ

メントの公正・中立性評価については、この評価基準に基づき、高齢福祉課

において実施するものとする。 

 

２ 評価対象 

介護予防支援業務及び介護予防ケアマネジメントにおける特定事業所への 

サービス集中状況 

 

３ 評価方法 

各年度で、市が定める特定月に作成された介護予防プランのうち、①介護

予防訪問介護及び訪問型サービス、②介護予防通所介護及び通所型サービス

の各サービスが位置づけられているものに関し、最もその件数の多い特定の

事業者が提供するサービスへの集中状況を評価する。 

具体的には、次の方法により特定の事業者の占有率 A を算定し、次の判定

基準数値を超えている地域包括支援センターを抽出する。 

判定基準数値を超えて、｢課題ありと推定｣された地域包括支援センターに

対し、その理由についてヒアリングを実施する。 

 

① 介護予防訪問介護及び訪問型サービス 

特定の事業者の介護予防

訪問介護及び訪問型サー

ビスが位置づけられた介

護予防ケアプランの件数 

÷ 

介護予防訪問介護及

び訪問型サービスが

位置づけられた介護

予防ケアプランの総

件数 

＝ Ａ 

【判定基準数値】  

A ≦ ５０％ → 課題なし 

A ＞ ５０％ → 課題ありと推定 

 

② 介護予防通所介護及び通所型サービス 

特定の事業者の介護予防

通所介護及び通所型サー

ビスが位置づけられた介

護予防ケアプランの件数 

÷ 

介護予防通所介護及

び通所型サービスが

位置づけられた介護

予防ケアプランの総

件数 

＝ Ａ 

【判定基準数値】  

A ≦ ５０％ → 課題なし 

A ＞ ５０％ → 課題ありと推定
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４ 課題がある地域包括支援センターに対する指導 

ヒアリングの結果、正当な理由がなく、課題があると認められる地域包括

支援センターについては、判定基準数値以下とする目標時期を明示した是正

計画を提出させるなど、指導を行うものとする。 

なお、やむを得ないとする正当な理由は、次の各号を参考に判断を行うも

のとする。 

（１）当該圏域のサービス事業所が少数である場合 

（２）サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案した場合 

（３）その他やむを得ない理由として市が認めた場合 

 

５ 山口市地域包括支援センター運営協議会への報告 

前項により地域包括支援センターを指導した結果等については、市地域包

括支援センター運営協議会にその概要を報告するものとする。 

 

６ 判定基準数値の見直し 

判定基準数値については、必要があるときは、市地域包括支援センター運

営協議会に諮った上で、見直しを行うものとする。 

 

【参考】サービスの偏りにかかる正当な理由の例 

・サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案した場合 

・当該圏域に 5 事業所未満である場合などサービス事業所が少数である場合 等 



























地域包括⽀援センターの事業に係る評価指標の⾒直しについて

地域包括⽀援センターの事業に係る国が定める評価指標については、策定から５年間、センターが⾏う最低限の業務チェックリストとして、
また、センターと市町村との連携強化のためのコミュニケーションツールとして寄与してきたところ、今般、法の趣旨を踏まえ、より一層センター
が地域包括ケアシステムの中核機関としての機能を果たすための事業を効果的に実施できるよう、評価指標の体系化・簡素化を図りつつ、
市町村の目標や地域の状況に応じた柔軟な評価を⾏うための⾒直しを⾏う。

＜⾒直しの具体的なポイント＞

① 目標ごとに指標を統合し体系化・簡素化を図るとともに、センター指標・市町村指標を一対一対応ではなく、個々の機能に応じた
内容に⾒直し

② ⼈⼝規模や地域課題等の圏域ごとの状況を踏まえた評価を⾏うことができるよう、段階的項目や選択的項目を指標として設定
③ 中⻑期的な視点に⽴った⽬標に応じた達成状況の評価を定量的に⾏うため、アウトプット指標・中間アウトカム指標を設定

※ このほか評価を可視化（数値化）できるよう市町村が柔軟に項⽬ごとの配点を設定できるよう⾒直し

（⾒直しのイメージ）
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